
 

１ 経過   

 

次期計画の考え方（R2.2/17行革本部会議） 

 ◆計画期間  5年間  

 ◆計画の構造  

   基本方針 ― 改革目標 － 改革項目 － 取組項目 

          基本計画            実施計画※毎年度見直し 

 

 

２ 次期計画について（案） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

〇現計画の反省 

【現計画の策定方法】 

 改革目標を改革項目、取組項目へ分解し、取組項目に合致するした取り組みを収集・列挙 

【課題】 

 他の計画と重複し項目も多い 

 本来意図したトップダウンではなく、原課事情が優先された 

【次期計画の方向性】 

☆総合計画、総合戦略などを下支えする内部管理的な事柄を中心にする 

（例：事務の ICT化、スマートワーク、環境対応など） 

☆総合計画、財政計画、予算等と連動したトップダウンによる進捗 

  

  

 

 

【方向性①】内部事務の改革を中心とした計画（≠政策の変更） 

 

◎総合計画ほかの計画との関係 

【現行】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【次期計画（案）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度第１回酒田市行財政改革推進委員会                   次期計画について（案）         令和 2年 7月１４日 酒田市総務部行政経営課 

 

 

計画期間、構造は 

現計画を踏襲 

〇次期計画＝この 5年間に取り組むべき改革 

改革・・・事務事業のあり方や取り組み方を変える 

   ⇔改善・・・現在のやり方を改良する 

〇方向性  ①他の計画との重複を避けた内部管理を中心に 

      ②行政課題への対応 

      ③活動志向から成果志向へ（KGI,KPI による管理） 

〇計画期間 令和 4 年度～8 年度（令和 3 年度中に計画策定） 

総合戦略 

H27-R1 

R2-R6 

 

総合計画（Ｈ３０~Ｒ４） 

 

 

 

 

 

 

行革計画 

H28~Ｒ2 個別計画 

現総合計画に先発していたということも

あり、後発した総合計画と重複が多い 
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効率化など市役所内部が守備範囲 

～総合計画ほか各種計画を下支え 

総合計画（H30~R４） 

総合戦略（R2~R6） 

部分計画 
施策 

個別

計画 

施策 

行革計画の

守備範囲 

まちづくりなど 

対外的な政策が守備範囲 

総合計画、他

の個別計画の

守備範囲 

資料２ 



【方向性②】行政課題への対応 

【方向性③】活動志向から成果志向へ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ スケジュール 

 急速に進展中の DXの成り行きやコロナ対策にかかる財政への影響を慎重に観察 

➡基本計画、実施計画とも、令和 3年度に策定 

計画期間は、令和 4年度から 8年度（５年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本方針） 「効果的な行政運営」 
行革計画で対応すべき課題 

（課題１）最少の経費で最大の効果（自治法の要請） 

（課題２）人口減少 

・あらゆる分野での担い手の減少、喪失 

・生産年齢人口の減少⇒生産、税収の減少 

・余剰となる公共施設、社会インフラ 

（課題３）リスク（環境、防災、財政、内部統制） 

・価値観の変化～個人の利益よりも社会の価値(ESG) 

・健全な財政運営 

（課題４）DX（デジタルトランスフォーメーション） 

・デジタルファースト 

・官民データ連携 

【基本方針】目指すべき姿、ビジョン 

【改革目標】ビジョンへ至るアプローチ、 

取組の方向性 

（改革目標１）生産性の追求 

デジタル技術、データサイエンスを活用

した経営資源の有効利用、生産性の向上 

例）デジタルファースト、スマートワーク、 

  施設稼働率の向上、EBPM、ＢＩ 

政策の評価と改廃に関する情報分析 

【改革項目】（案） 

・デザイン思考 

・明確なプロジェクトゴールの設定 

・数値目標（KGI）での評価 

・トップダウンによる決定 

・主管課を定めて推進 

官僚機構として課題へ対応 

（改革目標３）新しい公共の形と情報公開 

市民、ＮＰＯ、民間事業者とつくる公共に向けた

情報提供体制の構築 

例）官民データ活用、オープンデータ、 

相互提案事業、指定管理、ＰＦＩ 

（改革目標２）持続可能な行政経営 

・経営リスクへの対応と強靭化 

・必要な経営資源の確保と供給 

のための諸制約の実装 

例）環境、防災、財政、内部統制、コロナ 

【取組項目】（案） 

・関係課の個々の事務事業 

（KPI による管理） 

・個別計画 

を「改革項目」達成のパーツとして 

【改革項目】達成すべきゴール、結果 

      KGI（キー ゴール インデックス） 

      達成すべき数値目標を設定 

【取組項目】結果に至るための具体的な取組 

KPI（キー パフォーマンス インデックス） 

      取組の度合いを評価する指標 

官民が協働する新しい公共の形を探し求め

ることが最終目的だが、当座の 5年間は、

そのためのデータ提供と利活用の体制構築

を目指す 


